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Abstract:Transportation is currently being done by most of the tracks. Carbon dioxide emissions
 
increase because transportation is done many times. Truck transportation companies need to
 
make the measures as soon as possible.
In this study,the simulation is done to verify the effect of the environmental impact by using
 
joint delivery and delivery to specified delivery time. As a result, it is possible to reduce the
 
environmental impact by using joint delivery. The environmental impact is increased by using
 
delivery to specified delivery time but it is possible to improve the environmental impact by
 




温暖化の一番の原因は二酸化炭素（CO?）であり，平成 16年（2004年）には世界中で 265億トンの CO?
が排出され，そのうち日本は約 13億トン（4.8%）を排出している。部門別の排出量をみると産業部門
（工場など）が 35%，運輸部門（自動車，鉄道，船舶，航空等）が 20%，業務その他部門（オフィス
ビル等）が 18%，家庭部門は 13%となる。平成 17年（2005年）2月に京都議定書が発効され，平成
2年（1990年）を基準として 6%の CO?の排出量を削減する事が義務付けられた。しかし，現況を見
ると，産業部門からの CO?の排出量が減少している一方，運輸・業務・民生部門からの排出量は増加























年)～平成 10年（1998年）の 10年間は平成 3年（1991年）の 6919百万トンをピークに横倍の状態で
ある。しかし，平成 11年（1999年)～平成 16年（2004年）は，輸送量の増加が止まり，減少傾向に






























図 4に日本の部門別 CO?排出量の推移を示す。運輸部門の CO?排出量は全体の 2割を占めている。




































































































































































































































① 出荷拠点を 2ヶ所登録し，共同出荷拠点を 1ヶ所登録した。1ヶ所目は佐川急便の住所（新潟市山
田）を設定し，2ヶ所目は亀田工業団地に架空の出荷拠点を設定した。共同出荷拠点は 1ヶ所目と 2ヶ
所目の中間地点（新潟市鐘木）に設定した。










⑤ 全てのオーダー情報のケース数は 4,400個，質量は 1.6 tに統一した。



























20件（40件) 40件（80件) 60件（111) 80件（146) 100件（180) 120件（211)
①＋② 13  21.21  26.25  34.55  45.92  50.02
共 同 9.87  19.92  24.13  32.08  39.68  42.1
表 共同配送による走行距離（km）のシミュレーション結果
20件（40件) 40件（80件) 60件（111) 80件（146) 100件（180) 120件（211)
①＋② 514.29  875.23  1155.43  1531.26  2457.17  2863.68










コスト最小 20件（40件) 40件（80件) 60件（111) 80件（146) 100件（180) 120件（211)
削減台数 1台 0台 1台 1台 3台 2台
走行時間 24.1% 6.1% 8.1% 7.1% 13.6% 15.8%
走行距離 24.2% 0.1% 0.4% －2.9% 12.6% 6.6%






















能である。さらに 30分拡げると 56台から 30～31台へと削減でき，許容時間を 60分にすることで稼
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⒟ 納入時間指定配送による削減台数と走行時間，走行距離の削減率との関係
表 4に納入時間指定配送による削減台数，走行時間・距離の削減率を示す。







許容時間 許容時間なし 30  60  90  120  150  180 時間指定なし
削減台数
納 期 前 0台 55台 25台 8台 4台 3台 0台 8台
納 期 後 0台 55台 26台 8台 3台 3台 3台 5台
納期前後 0台 55台 25台 9台 3台 3台 2台 6台
走行時間
納 期 前 100.0% 54.3% 35.4% 29.0% 27.0% 24.8% 23.1% 22.4%
納 期 後 100.0% 54.3% 32.6% 27.8% 26.3% 25.4% 24.3% 22.4%
納期前後 100.0% 54.6% 35.5% 27.8% 26.3% 25.4% 23.7% 22.4%
走行距離
納 期 前 100.0% 56.6% 38.1% 31.7% 28.9% 27.6% 27.6% 26.7%
納 期 後 100.0% 56.6% 35.7% 31.0% 28.5% 27.5% 26.9% 26.7%








































































納入時間指定配送をすることで稼動台数は 8台から約 13倍の 111台になった。走行時間は約 4.5倍
に増加した。走行距離は約 3.7倍に増加した。納期時間指定前，後，前後のいずれかに許容時間を設け
ることによって改善することが可能であることがわかった。
シミュレーション結果をもとに共同配送が環境負荷要因の削減効果があること，納入時間指定配送
がトラック配送の効率を悪くしている原因であり，改善するには許容時間を持たせることが必要であ
ることを述べた。
今後の課題としては，共同配送を実際に実現させるためには克服しなければいけない同業他社間の
競争意識やシステムの問題の解決を図ることがあげられる。またシミュレーションのパターンを増や
し，納入時間指定をさらに複雑にした検証をおこなう必要があると考えられる。
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